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平成 30 年４月  日  

 

 横浜市長 林  文 子 様 

 

横浜市環境影響評価審査会 

会 長  奥   真 美 

 

 

(仮称)東高島駅北地区 Ｃ地区棟計画 

環境影響評価準備書に係る調査審議について（答申） 

 

 平成29年12月25日環創環評第235号により諮問のありました標記について、当審査会は慎重

に調査審議を重ねた結果、次のとおり結論を得たので答申します。 

なお、本件に係る審査書の作成にあたっては、当審査会で指摘した事項について十分に配

慮されるよう申し添えます。 

 

１ 対象事業の概要 

(1) 事業者の名称等 

名 称：日本貨物鉄道株式会社 

代表者：事業開発本部 関東事業開発支店長 佐藤 彰恒 

   所在地：東京都品川区東五反田一丁目 11 番 15 号 

 

名 称：三井不動産レジデンシャル株式会社 

代表者：執行役員 横浜支店長 小西 英輔 

   所在地：神奈川県横浜市西区高島一丁目１番２号 

 

(2) 対象事業の名称及び種類 

  名 称：(仮称)東高島駅北地区 Ｃ地区棟計画（以下「本事業」といいます。） 

種 類：高層建築物の建設（横浜市環境影響評価条例に規定する第１分類事業） 

 

(3) 対象事業実施区域 

横浜市神奈川区星野町及び神奈川一丁目地内（以下「計画地」といいます。） 

 

(4) 事業の目的 

計画地を含む東神奈川臨海部周辺地区は、「横浜市都心臨海部再生マスタープラン」に



この資料は、審査会用に作成したものです。審査の過程で変更されることもありますので、取扱にご注意願います。 

2 

 

おいて、研究・教育、医療、健康、居住が機能配置のイメージとして示され、主なプロ

ジェクトの一つとして東高島駅北地区の面的整備が位置付けられています。本事業は、

この趣旨に沿って、横浜都心の国際業務機能を支援する都市型居住機能を中心に、ウォ

ーターフロントや神奈川台場跡など地区の景観的･歴史的資源を活かした特色のあるま

ちづくりを進め、東神奈川まち・海軸を形成する歩行者空間とにぎわいの創出とともに、

周辺地域の防災性向上にも寄与する計画を進めています。 

 

(5) 事業の内容 

本事業は、住宅施設や商業施設、公益的施設等を主要用途とした３棟の高層建築物を、

Ｃ地区内に建設するものです。その概要は、下表のとおりです。 

表 事業の概要 

主要用途 住宅施設、商業施設、公益的施設等 

 Ｃ地区 計 Ｃ-１地区 Ｃ-２地区Ａ棟 Ｃ-２地区Ｂ棟 

敷地面積  約 28,100 ㎡ 約 11,000 ㎡  約 17,100 ㎡ 

建築面積  約 11,600 ㎡  約 4,300 ㎡   約 7,300 ㎡ 

延床面積 約 225,000 ㎡ 約 87,000 ㎡ 約 138,000 ㎡ 

最高高さ ― 約 180ｍ 約 165ｍ 約 195ｍ 

建築物の高さ ― 約 165ｍ 約 150ｍ 約 180ｍ 

階数 ― 

地下  2 階 

地上 47 階 

塔屋  2 階 

地下  2 階 

地上 42 階 

塔屋  2 階 

地下  2 階 

地上 52 階 

塔屋  2 階 

工事予定期間 平成 33 年度～平成 37 年度 

供用予定時期 平成 37 年度 

本事業は、内港地区の景観形成に配慮し、周辺の街並みとの調和への配慮に加え、日

影や圧迫感の低減、通風・風環境に配慮し、計画地内に３棟の高層建築物を配置すると

ともに、高層棟を低層部よりセットバックさせ、さらなる圧迫感の低減に配慮する計画

としています。 

また、計画地内には、誰もが利用できる広場・緑地や遊歩道のほか、建物低層部にお

いては２階レベルに津波発生時の避難施設としても機能する歩行者デッキをそれぞれ整

備する計画としています。 

本事業では、計画地の外周部に四季折々の植栽を配した遊歩道を整備することや、建

物低層部の屋上緑化、太陽光発電等による再生可能エネルギーの利用等、さまざまな環

境配慮事項に取り組み、横浜市建築物環境配慮制度（CASBEE 横浜）の評価において、Ｓ

ランクを目指す計画としています。 

 

２ 地域の特性 

計画地は、埋立地及び水域の埋立予定地に位置しており、用途地域は工業地域に指定
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されています。「液状化マップ（横浜市）」によると液状化の可能性が高い区域に該当し、

さらに、「津波浸水予測図（神奈川県）」によると２～３ｍの浸水が予測されています。 

計画地近傍の主要道路としては、一般国道１号、一般国道 15 号、及び高速神奈川１号

横羽線などがあります。また、計画地の最寄り駅は、京浜急行線の仲木戸駅及びＪＲ線

の東神奈川駅で、計画地の南側には、ＪＲ貨物線の東高島駅がありますが、現在、貨物

の発着はありません。 

また、計画地には、かつて海防砲台が構築された近代遺跡の神奈川台場跡があります。 

計画地を含む東高島駅北地区では、平成 29 年３月に東高島駅北地区土地区画整理事業

と基盤整備に関連する都市計画の決定及び変更が行われました。今後、土地区画整理組

合の設立認可、仮換地指定等を経たのちに、基盤整備工事が行われる予定です。 

東高島駅北地区の一連のまちづくりに関しては、関係者間で情報を共有し、地区全体

で整合の図られた一体的な環境配慮等を行うため、周辺町内会の代表者や東高島駅北地

区土地区画整理組合設立準備組合、建物事業予定者、横浜市などにより構成される「ま

ちづくり連絡協議会」が平成 28 年 9 月に発足しました。同協議会では、まちづくりの

概要、埋立及び基盤整備の工程、工事中における利用者の安全確保の方策、Ｃ地区の建

物の概要と工事の時期や進め方などについて説明・協議が行われており、今後も継続的

に協議会を開催し、本地区のまちづくりに寄与していくとされています。 

 

３ 審査意見 

環境影響評価を進めるに当たっては、事業内容及び地域特性を考慮し、準備書に記載さ

れた事項に加え、以下に示す事項に留意する必要があります。 

 

(1) 事業計画 

ア 関連する計画や事業との一体的な環境配慮や住民説明について 

  本事業は、今後、別途行われる地区計画等の都市計画変更や、運河の埋立事業、宅

地造成事業、土地区画整理事業などと密接に関連しているため、計画段階から事業実

施段階まで、関係者間で情報を共有し、地域で整合が図られた一体的な環境配慮が行

われるよう連携して取り組むこと。 

また、本事業のみならず東高島駅北地区一連のまちづくりについて、関係者と十分

に協力し、丁寧な周辺住民への説明を行うこと。 

イ 緑地について 

単に緑地を設置するだけではなく、緑地が持つ様々な役割・機能を理解し、Ｃ地区

のみならず、東高島駅北地区全体で配置を検討すること。特に以下について更なる検

討を進め、生物多様性にも配慮した緑地の配置計画を、評価書に記載すること。 
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(ｱ) 通行者に対する風環境に配慮すること 

(ｲ) 緑陰をつくりだし夏場の日射遮蔽や蒸散効果を高め、暑熱環境の緩和に配慮する

こと 

(ｳ) 植栽木が防風や生物多様性への寄与等の機能を発揮するため、適正な条件を確保

し良好な状態を保つこと 

(ｴ) 生物に関する季節的変化や繁殖・非繫殖期の特性の違い等を踏まえ、生物が生き

られる環境をつくること 

(ｵ) 防災の役割についても検討すること 

  

(2) 環境影響評価項目 

ア 工事中 

(ｱ) 文化財等 

     今後の文化財調査等により新たに判明した事実に対し、工事段階で講じる措置の

具体的な内容を評価書に記載すること。 

     また、台場遺構の保全に関する様々な市民意見が寄せられていることから、この

地区の特性を十分に踏まえて、台場遺構の保全を検討するとともに、Ｃ地区内だけ

でなく、東高島駅北地区全体で一体的に保全を図るよう関係者に積極的に働きかけ、

検討結果については評価書に記載すること。 

イ 供用時 

(ｱ) 風害 

   十分な防風効果を得るため、防風植栽の幅と高さを十分確保するほか、庇やスク

リーンの併設等、幅広く対策を検討すること。 

(ｲ) 地域社会 

a  対象地域から南西方向及び北西方向の細街路へ進入する車両が現れると想定さ

れるが、細街路における歩行者の安全対策について準備書記載の措置だけでは不

十分なため、Ｃ地区棟事業者として、対象地域から出る段階で車両をコントロー

ルする措置を検討すること。特に、Ｅ地区と公園１の間の道路、Ｅ地区と公園２

の間の道路及び運河沿いの国道 15 号に抜ける道路について検討すること。 

b  高層棟周辺における落下物や飛散物に対する通行者の安全対策を検討すること 
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■ 横浜市環境影響評価条例に基づく手続経過 

平成 29 年 12 月１日 事業者が準備書を提出 

平成 29 年 12 月１日 

事業者が準備書周知計画書を提出 

周知方法:「環境影響評価準備書の概要及び説明会開催のお知ら

せ」を対象地域に各戸配布（17,605 部）及び新聞折込

（計７紙 120,600 部） 

平成 29 年 12 月 15 日 

市長が準備書の提出を受けた旨市報公告し、準備書の写しの縦覧を

開始（平成 30 年１月 29 日まで 46 日間） 

※その他、広報よこはま「お知らせ」欄への掲載、及び環境創造

局ツイッター及び環境創造局ホームページへの掲載により周知 

 

縦覧場所（縦覧者数２名） 

（環境創造局環境影響評価課、鶴見区、港北区、神奈川区、西区、

中区、南区、港南区、磯子区及び栄区の区政推進課） 

また、以下の図書館で閲覧を実施 

（中央図書館、鶴見図書館、港北図書館、神奈川図書館、 

中図書館、南図書館、港南図書館、磯子図書館、栄図書館） 

      

市長が準備書に対する意見書の受付を開始（平成 30 年１月 29 日ま

で 46 日間）意見書数 10 通 

平成 30 年 12 月 25 日 

環境影響評価審査会 

 市長が準備書に係る調査審議について審査会に諮問、事業者説明

（準備書の概要）、質疑及び審議 

平成 30 年１月 12 日 

平成 30 年１月 14 日 

 

事業者は方法書説明会を開催 

開催日 場所 参加者 

１月 12 日（金） 横浜市神奈川区民文化センター

（通称：かなっくホール） 

61 名 

１月 14 日（日） 53 名 
 

平成 30 年１月 31 日 

環境影響評価審査会 

 事務局説明（指摘事項等一覧）、事業者説明（補足資料、準備書

説明会における質疑及び意見の概要、事業者の回答等）、質疑及

び審議 

平成 30 年２月 21 日 事業者が準備書意見見解書を提出 

平成 30 年３月５日 

市長が準備書意見見解書の提出を受けた旨市報公告し、準備書意見

見解書の写しの縦覧を開始（平成 30 年３月 19 日まで 15 日間） 

※その他、環境創造局ツイッター及び環境創造局ホームページへ

の掲載により周知 

 

縦覧場所（縦覧者数０名） 

（環境創造局環境影響評価課、鶴見区、港北区、神奈川区、西区、

中区、南区、港南区、磯子区及び栄区の区政推進課） 

また、以下の図書館で閲覧を実施 

（中央図書館、鶴見図書館、港北図書館、神奈川図書館、 

中図書館、南図書館、港南図書館、磯子図書館、栄図書館） 

 

市長が準備書に対する意見陳述申出書の受付を開始（平成 30 年３

月 19 日まで 15 日間）意見陳述申出書数０通 

平成 30 年３月 16 日 環境影響評価審査会 
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 事務局説明（指摘事項等一覧）、事業者説明（補足資料、準備書

に対する意見書の概要及び事業者の見解）、質疑及び審議 

平成 30 年３月 29 日 

環境影響評価審査会 

事務局説明（指摘事項等一覧、意見陳述申出がなかった旨の報告、

検討事項一覧）、質疑及び審議 

平成 30 年４月 12 日 
環境影響評価審査会 

事務局説明（答申案）、質疑及び審議 

 

■ 事業者が当審査会に提出した補足資料 

  １ 工事用車両の走行に伴う大気質への影響予測について 

  ２ 日影の予測結果について 

  ３ 道路交通騒音の予測方法について 

  ４ 関連事業の工事工程について 

 

横浜市環境影響評価審査会委員 

岡部 とし子 

◎ 奥 真美 

押田 佳子 

菊本 統 

木下 瑞夫 

五嶋 良郎 

田中 稲子 

田中 伸治 

津谷 信一郎 

中村 栄子 

○  葉山 嘉一 

堀江 侑史 

水野 建樹 

横田 樹広 

 

 

◎会長 ○副会長  五十音順 敬称略 


